様式１

「令和８年度茨城県障害者職場内支援者養成研修事業」
業務委託企画提案応募申請書
「令和８年度茨城県障害者職場内支援者養成研修事業」業務委託の受託者公募にかかる説明書に基づき、関係書類を添えて応募申請します。

令和　　年　　月　　日

茨城県知事　　大井川　　和彦　　様

住所又は所在地

ふりがな

事業所名

ふりがな

代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
　
連絡担当者
	ふりがな
所　属・氏　名
	

	電話
	

	FAX
	

	E-mail
	


様式２

宣　誓　書

令和　　　年　　月　　日

茨城県知事  　大井川　　和彦  様

（申請者）

事業者の名称

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　

令和８年度茨城県障害者職場内支援者養成研修事業に係る業務委託企画提案応募申請を行うにあたり、応募資格である下記事項をすべて満たしていることに相違ありません。

記

１　地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の4第1項の規定に該当しない者及び同条第2項の規定に基づく茨城県の入札への参加の制限を受けていない者であること。

２　会社更生法(平成14年法律第154号)に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法(平成11年法律第225号)に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。

３　茨城県税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと。

４　本事業と同種又は類似の事業を受託した経験を有する者であること。

５　茨城県暴力団排除条例（平成22年茨城県条例第36号）第2条第1号又は同条第3号に規定する者でないこと。
様式３―１
企画提案書

	項　　目
	内容

	事業名
	令和８年度茨城県障害者職場内支援者養成研修事業

	提案事業所名
	

	事
業
内
容
	１　出前型研修
	○実施方法

○実施スケジュール
　など



	
	
	

	事業期間
	令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日


※企画提案書は、任意の様式で作成してもよい。
様式３―２
経　費　見　積　書

	区分
	積算根拠
	見積額(円)

	人件費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	事業費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	その他の経費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	小計
	

	消費税
	

	合計
	


※　区分(例)

人件費、旅費、印刷製本費、通信運搬費、消耗品費、講師謝金など

様式４
法　人　等　の　概　要　書
	事業者の名称
	

	代表者名
	
	設立年月日
	

	事業所の所在地
	

	資本金又は基本財産
	　　　　　　　　　　　　　　　千円

	社員（職員）数
	役員○人、社員○○人（うち常勤○人、非常勤社員○人）その他○人

合計○○人

	主な業務内容
	

	財務状況

直近３事業年度

（単位：千円）
	事業期間
	～
	～
	～

	
	総収入
	
	
	

	
	総支出
	
	
	

	
	当期損益
	
	
	

	
	累積損益
	
	
	

	免許・登録
	

	類似事業の受託実績

	受託事業
	受託事業の概要
	事業期間
	受託額
	契約の相手方

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※「社員・職員（数）」は，申請時の人数を記入すること。

※会社概要・パンフレット等がある場合は、添付すること。
※類似事業の受託実績については、令和５年４月1日から企画提案書提出日までの間に、国又は地方
公共団体からの障害者雇用関連事業の主な受託実績を記入すること。
※欄が不足する場合には、複数ページにして記入すること。

様式５

辞　　退　　届

令和　　年　　月　　日付けで「令和８年度茨城県障害者職場内支援者養成研修事業」業務委託企画提案応募申請書を提出しましたが、辞退いたします。

令和　　年　　月　　日

（申請者）

主たる事務所の所在地

事業者の名称

代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　

（辞退の理由）

